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パリ協定にもとづく成長戦略としての長期戦略
（2019年6月11日閣議決定）
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地域・くらし（めざすべきビジョン）

• 我が国の歴史的・文化的・地理的・経済的な特徴を踏まえた自然と社会の
在り方ー「持続的な共生」の概念を基本・・・・・・・・個人・家庭・地域レベル
での意識改革の必要性

• 地域経済循環促進、地域活性化による地域の力高楊の成長戦略が重要

• 地域の持続・発展の思い実現の方向での気候変動対応の条件整備、地
域ビジネス形成で経済社会活動向上、広域ネットワークで地域資源補完・
支え合い

• 地域資源の持続可能な活用で自立分散型社会を形成と広域ネットワーク
での脱炭素化・経済社会環境の統合的向上をめざし、SDG‘ｓ達成をはか

る「地域循環共生圏」を実現⇒カーボンニュートラルでレジリエントで快適
な地域とくらし実現

• 農山漁村での多様な資源を活用、ﾊﾞｲｵﾏｽ、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ、水素創出
し域内活用と域外供給

• 可能な地域、企業から2050年を待たずｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙを実現をめざす
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• 断熱性能の高い住宅⇒CO2削減・快適性向上・健康維持

• 徒歩・自転車移動割合の増加⇒CO2排出抑制・健康増進・混雑緩和

• テレワーク・フレックスタイム制の導入⇒通勤交通によるCO2削減・仕事と
育児や介護の両立・生産性向上

• 再生可能エネルギーによる分散型ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑの構築⇒緊急時ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ供給に有利、地域ｺﾐｭﾆﾃｲの維持・強化も実現

• 再生可能エネルギー事業関連事業の導入（省ｴﾈ事業・高齢者見守り事
業を兼ねる場合）⇒新たな雇用創出、地域活力の維持発展に貢献

• 営農型太陽光発電の普及⇒荒廃農地再生、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ拡大、地
域の持続可能な社会形成

• 燃料作物栽培の拡大⇒耕作放棄地の農業再生、地域生態系回復

• 水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの構築⇒気候変動対策、地域ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率向上、新
たな地域産業創出、

10



• 既存技術＋新素材・設計・制御技術の商用化。極限の省ｴﾈ化設備・機
器を最大限普及。AI・IOT、ﾋﾞｯｸﾞデータ活用。機器間連携等の新たな省エ
ネ製品普及。👈2040年までに市場確立が必要（耐用年数10年で2050年
最大限普及のため）

• ICT活用で情報通信分野ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量増大抑制のため、脱炭素化に寄
与の通信ｼｽﾃﾑを推進。

• 需要・供給一体の住宅・建築物太陽光発電利用（住宅・建築物＝太陽光
発電設置を一般化をめざす：太陽光発電可能の時間帯集中⇒電動車・
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯器・燃料電池・ｺｼﾞｴﾈﾚｰｼｮﾝ等を地域特性に応じて普及。
住宅･ビルのｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ（HEMS・BEMS）・ICT活用で、太陽光発電

量に応じた需給調整に活用（電気・熱・移動のｾｸﾀｰｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ）を一般化。
電動車給電設備の太陽光発電時間と駐車時間合致を考慮した配備。

• 住宅・建築物の取組で電力ｼｽﾃﾑ全体の需給ﾊﾞﾗﾝｽ確保に寄与させる

11



• 新築住宅・建築物＝2030年までに平均でｴﾈﾙｷﾞｰ消費量概ねｾﾞﾛ以下
（ZEH・ZEB）実現をめざすこと（すでに決定済み）。

• 新築住宅＝資材製造・建設段階～解体・再利用段階のﾗｲﾌｻｲｸﾙ全体で
ｶｰﾎﾞﾝ・ﾏｲﾅｽ住宅を普及。

• 既存住宅・建築物＝地域特性を考慮した、省ｴﾈﾘﾌｫｰﾑ・住民自らの省ｴ
ﾈ取組促進。

• 今世紀後半の早い時期に、すべての住宅・建築物のZEH・ZEB化⇒必要
な資材・機器等の革新的技術開発と普及を促す。

• 賃貸住宅・建築物のｵｰﾅｰ・ﾃﾅﾝﾄ問題解決👈省ｴﾈ性能を含めた総合的
環境性能の評価・表示制度の充実・普及を促進。

• 中小工務店の大工技能者への省ｴﾈ施行技術習得支援⇒各地域の中小
工務店の省ｴﾈ住宅生産体制の整備・強化を推進。
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• ｻｰﾋﾞｻｲｼﾞﾝｸﾞ（製品ﾘｰｽ・ﾚﾝﾀﾙ、ESCO（Energy Service company）事業等）、ｼｴｱﾘﾝ
ｸﾞ･ｴｺﾉﾐｲ（ｶｰｼｴｱﾘﾝｸﾞ、ｼｴｱﾘﾝｸﾞｻｲｸﾙ、民泊、ｼｴｱﾊｳｽ等）によるライフ・スタイル
転換の可能性を追求、温室効果ｶﾞｽ削減効果を「見える化」し、結果を踏
まえて脱炭素化への取組を推進。

（消費者の観点）

• 製品の地産地消選択⇒輸送によるCO2排出削減、地域産業振興👈地域

の状況に応じた生産・流通・使用・再使用・再資源化・廃棄段階までのラ
イフサイクル全体を俯瞰した地産地消による脱炭素化の可能性追求。

（生産者の観点）

• ICT活用・ﾃﾚﾜｰｸやﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制導入推進⇒通勤交通のCO2排出抑制

• ｵﾌｨｽのﾌﾘｰｱﾄﾞﾚｽ化、ｴｱｺﾝ利用時間・ｽﾍﾟｰｽ等縮小⇒ｵﾌｨｽ省ｴﾈ効果、
仕事・育児・介護両立しやすい環境づくり、生産性向上を実現、はたらき
方改革推進を支援。

• ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ﾘｱﾘﾃｲなどの遠隔ｻｰﾋﾞｽ利用拡大⇒通勤･出張の移動による
CO2排出抑制貢献の可能性
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• 旅客交通での自家用自動車から公共交通機関への利用転換、自転車
利用への転換👈事業者の通勤交通ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ等の主体的取組、啓発普
及 ⇒人流でのCO2排出削減

• 荷主・物流事業者の連携による取組、再配達の削減👈宅配便受け取り
方法の多様化・利便性向上、消費者積極的参加推進のための環境整備
⇒物流でのCO2排出削減

• 再ｴﾈ利用等の企業の消費者としての活動に着目⇒再エネ導入、省エネ
対策推進

（これらのライフ・スタイル転換のために・・・・・・・・）

• 市民科学（＝市民参加型科学）を収集、脱炭素化に資する商品・ｻｰﾋﾞｽ
利用等の「賢い選択」を促す国民運動展開！

• 地域中小企業を含めたｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体を通じた温室効果ガス排出量把
握手法の普及、企業や個人の環境情報利用促進⇒環境に配慮した事業
活動・製品の社会・市場での高い評価獲得を促進

• 行動科学とAI・ITI等の先端技術の融合⇒一人ひとりが楽しみながら自発
的に実践できる脱炭素行動を促進。

14



• 分散型エネルギーシステム＝国全体のｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑの一部＝コスト・安
全性を考慮のうえ、以下の取組

• 地域社会・自然環境と共生した再生可能エネルギー導入👈地方公共団
体、地域企業、住民等地域が主体となった導入、地域の合意形成等に
向けた環境整備推進。

• 大規模太陽光発電ー地域と共生できる、再生利用困難な荒廃農地活用
等推進。

• 風力発電ー短期間円滑導入実現。

• 地熱発電、中小水力発電、ﾊﾞｲｵﾏｽ・地中熱・雪氷熱・海水熱・河川熱・下
水熱等の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ熱ー多面的効果とあわせ推進⇒ｺｽﾄ低減・普
及👈将来的再投資可能な事業環境の構築推進。

• ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術・蓄電池・燃料電池・ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ活用の地域ｴﾈﾙｷﾞｰ供給網
のﾓﾃﾞﾙ構築⇒災害時に地域ｴﾈﾙｷﾞｰの自立的利用可能へ。

• 課題は、調整力確保👈地域の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの変動に合わせ、地域
住民の需要に調整力を持たせ、地域一体で課題へ取組むことを促す必
要。
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• ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽ（DR）やVPPを利用、ｴﾈﾙｷﾞｰ利用情報管理運営者（ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀｰ）を介し、電
気事業者の要請に応じて需要家は需要制御・創出を行い、対価として報酬を需要家が受
ける新たな事業形態（ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾘｿｰｽ・ｱｸﾞﾘｹﾞｰｼｮﾝ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ）の円滑な普及拡大を図り、蓄
熱式空調施設、大規模ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯器、コｰジェネﾚｰｼｮﾝ、冷凍製造倉庫、上下水道施
設、大型建築物の非常用自家用発電機等の需給調整機能の可能性を追求等。

• 需要側の地理的転換の可能性を追求（例：ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰなど電力需要の多
い施設の再エネ利用可能地域への移転）

• （分散型エネルギーシステムの普及）

👈国・地方公共団体の連携で、先例となる優れた分散型エネルギーシステ

ムの構築を推進

・ｴﾈﾙｷﾞｰの消費側（ｺﾝｼｭｰﾏ）だけでなく、ｴﾈﾙｷﾞｰを創り出す側（ﾌﾟﾛﾃﾞﾕｰ

ｻ）でもあるｴﾈﾙｷﾞｰの「ﾌﾟﾛｼｭｰﾏ」化に対応した、情報通信ｲﾝﾌﾗ・制度整備

・地域脱炭素化の自立的な事業体形成推進＝地域循環共生圏構築を加

速

・ 地域の脱炭素社会に向けたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出・普及のため多様な関係者が

論議する協議会活動を支援

・ 地方公共団体の率先的取組による区域の事業者・住民の模範となる努

力、地域内外の多様なｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰとの連携･協働で、地域循環共生圏構

築の中心的役割を果たすことをめざす。
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• 都市のｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ＝複数の建物・施設で、電気・熱等もｴﾈﾙｷﾞｰを融
通し、効率的なｴﾈﾙｷﾞｰ利用実現⇒大きなCO2削減効果👈都市開発等の
機会をとらえ地区ﾚﾍﾞﾙでのｴﾈﾙｷﾞｰ面的利用推進。

• 都市ｺﾝﾊﾟｸﾄ化で熱源・熱需要の適切な集約＝未利用再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
熱利用可能性向上ーー経済性・地域特性に応じ最大限導入。

• ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽ（DR）等の高度なｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ利用の取組推進。
ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策実施＝熱環境改善⇒都市CO2排出削減を推進。

• 都市ｺﾝﾊﾟｸﾄ化・公共交通機関利用促進＋徒歩・自転車での安全・快適
移動可能な空間・環境の整備促進⇒移動に伴うCO2排出削減。＊自転車

利用活用の取組（自転車通行空間整備・ｻｲｸﾙﾄﾚｲﾝやｼｴｱｻｲｸﾙ活用普及・駐輪場整備・
自転車通勤促進）を推進

• 上下水道・廃棄物処理施設等の公共施設、交通ｲﾝﾌﾗ、ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾝﾌﾗ等
の既存ｲﾝﾌﾗ＝広域化・集約化、長寿命化、防災機能向上＋省ｴﾈ化、地
域ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ化推進⇒CO2排出抑制

• 建設機械（ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ転換困難領域）＝建設施工分野での省ｴﾈ性能が高い
設備・機器導入促進。ICT活用の設備・機器積極導入推進⇒施工効率
化・ｴﾈﾙｷﾞｰ当たり生産性向上。

👈土地利用施策・都市施策・地域整備施策との連携が不可欠。関連施策と
気候変動施策との連携を促進 17



• 農山漁村の豊富な再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの最大限の活用を地域活力向上・
持続的発展に結合👈地域ｴﾈﾙｷﾞｰ企業導入、ﾋﾞﾚｯｼﾞ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼ
ｽﾃﾑ（VEMS）等地産地消型ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ構築の推進。

• 営農型太陽光発電＝営農の継続による農地有効活用・荒廃農地再生・
条件不利地域の営農を下支え⇒地域の活性化。

• 農林水産業＝ICT活用の施業効率化で「ｽﾏｰﾄ農林水産業」実現⇒温室

効果ガス排出削減。省ｴﾈ設備導入、施設園芸加温施設での木質ﾊﾞｲｵﾏ
ｽ燃料への転換・地中熱利用、家畜排泄物のｴﾈﾙｷﾞｰ利用推進、農林業
機械・漁船の電化・水素燃料電池化の推進。

• 農業＝メタン排出抑制👈ｲﾈ品種・資材生産技術の開発普普及。
一酸化二窒素排出抑制👈ﾄﾞﾛｰﾝ・ｾﾝｼﾝｸﾞ技術とAI組み合わせで施肥量
低減分配、資材開発普及。温室効果ガス排出量ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ👈AI・ICT活用

• 畜産業＝メタン排出抑制👈飼料開発普及、家畜改良での生産性向上に
よる飼養頭数抑制、排泄物たい肥化・浄化処理施設改良。

一酸化二窒素排出抑制👈飼料開発普及（排泄物対策）、排泄物たい肥
化・浄化処理施設改良。

◆農林水産物・食品生産・加工・流通・消費・廃棄･ﾘｻｲｸﾙのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全
体の脱炭素化推進👈認証・ﾗﾍﾞﾘﾝｸﾞ等による行動の「可視化」、消費者の有
機農産物への理解を増進 18



• 必要なﾓﾉ･ｻｰﾋﾞｽを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供⇒ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ需要低減👈天候・消費量をAIで解析、生産量・生産時期最適化、IOT
で点検・修繕・交換・再使用等を最適化。都市鉱山最大限活用・天然資
源採取の最小化

• ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体での食品廃棄物削減⇒食品製造・流通・廃棄時の温室
効果ｶﾞｽ削減ーー脱炭素化推進：食品廃棄物飼料化等再生利用推進

• ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ資源循環推進👈ﾌﾟﾗ廃棄物ﾘﾃﾞﾕｰｽ・ﾘﾕｰｽ・徹底回収・ﾘｻｲｸﾙ・
熱回収・適正処理・再生材や再生可能資源（紙・ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗ・ｾﾙﾛｰｽ素材
等）利用促進。

• 3Rでもなお残る廃棄物＝廃棄物ｴﾈﾙｷﾞｰの効率的回収推進の徹底👈廃
棄物発電による熱回収、生ごみﾒﾀﾝ回収導入。＜廃棄物処理施設の自
立・分散型地域ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ化＞：廃棄物処理ｼｽﾃﾑ全体（運搬～最終
処分まで）の温室効果ガス削減👈AI・IOT導入等推進。

• 静脈物流・ﾘｻｲｸﾙ拠点港湾のリサイクルポート指定⇒広域的リサイクル
促進👈港湾施設整備、循環資源取り扱いの運用改善、官民連携推進等
総合的支援（国内外静脈物流ﾈｯﾄﾜｰｸ構築推進）。

• 下水道施設＝省エネ･再ｴﾈ技術の全国導入推進（中小下水処理場で地域発
生ﾊﾞｲｵﾏｽ受け入れと地域全体でのｴﾈﾙｷﾞｰ回収《20年で下水処理場の消費電力半

減》。高度処理⇒地域水質改善、水資源循環利用、一酸化二窒素削減
（ただし高度処理はｴﾈﾙｷﾞｰ消費増大ー省ｴﾈ対策必要ー）

資源循環による脱炭素化を図る
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• カーボンニュートラルへの野心的取組の地域、事業者を後押し。20５０年
を待たず、可能なものからカーボンニュートラル実現。

• 取組を積極的に共有、取組拡大を図る。

• 企業活動は、地域脱炭素化に大きく貢献ゆえ、地域に根差した中小企業
を含む企業の野心的目標設定、削減取組、情報発信を促進。世界的な
脱炭素潮流の中での企業競争力を強化。
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2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体
 東京都・京都市・横浜市を始めとする31の自治体（11都府県、12市、5町、3村）が「2050

年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

 表明した自治体を合計すると人口は約4,700万人、GDPは約235兆円となり、日本の総人口

約37％を占めている。 （2019年12月25日時点）

本資料に関する問い合わせ先：
環境省大臣官房環境計画課 川又・中島・黒部・泉・曽山・岩崎
連絡先 ０３-５５２１-８２３４（直通）

1億2,600万人

4,759万人
（37％）

那須塩原市 12万人

二戸市

東京都 1,352万人

山梨県 84万人

大阪府 884万人

徳島県 76万人

岩手県 128万人

神奈川県 912万人

郡山市 34万人

普代村

葛巻町久慈市

軽米町

洋野町 一戸町

野田村

九戸村

横浜市 373万人

小田原市 19万人

京都市148万人

生駒市 12万人

豊田市 42万人

三重県 182万人

みよし市 6万人

熊本県 179万人

長野県 210万人

関連サイト

秩父市 ６万人

北欧諸国（スウェーデン、デンマーク、フィンラ
ンド、ノルウェー、アイスランド）約2700万人、

米国カリフォルニア州約3900万人を超え、

スペイン約4700万人と同規模。

宮城県 233万人

1.5万人北栄町

群馬県 197万人

鹿児島市 60万人
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環境省としては、「2050年に温室効果ガスの排出量又は二酸化炭素を実質ゼロ

にすることを目指す旨を首長自らが又は地方自治体として公表された地方自治
体」をゼロカーボンシティとしております。

以下、ゼロカーボンシティの表明例を整理しましたので、検討にあたっての参考
にしていただけましたら幸いです。

（１） 定例記者会見やイベント等において、「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）
実質排出ゼロ」を目指すことを首長が表明

（２） 議会で「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）実質排出ゼロ」を目指すことを
表明

（３） 報道機関へのプレスリリースで「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）実質排
出ゼロ」を目指すことを表明

（４） 各地方自治体ホームページにおいて、「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）
実質排出ゼロ」を目指すことを表明

表明について検討されている場合、環境省環境計画課へご相談ください。
表明された場合、環境省環境計画課へご連絡ください。



気候非常事態宣言

国や、自治体、学校、団体といった組織が、気候変動が異常
な状態であることを認める宣言を行うと同時に、気候変動（もは
や気候危機）を緩和するための積極的な政策を打ち出すことに
よって、市民や事業者などの関心を高め、気候変動への行動を
加速させるもの。世界で最初に宣言を出したのはオーストラリ
ア・デアビン市（2016年）。現在、世界の国、地方政府、自治体
など1100を超える宣言がだされている。

日本では、壱岐市（2019.9.25）が最初、続いて、鎌倉市（2019.

10.4）、白馬村（2019.12.4）、長野県（2019.12.6）と続き、直近
は、大木町（2019.12.12）の例がある。
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長崎県壱岐市ーー日本最初の自治体による気候非常事態宣言
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気候エネルギー首長誓約（Covenant of

Mayors for Climate and Energy）
• 2008年に、欧州委員会の政策プログラムとしてはじまり、その
後、世界に広がった。当初のEUでは、自治体首長が、2020

年までに20％以上の温室効果ガス削減目標を掲げ、ｱｸｼﾖﾝﾌﾟ
ﾗﾝを策定、定期的ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞのもとでの取組を誓約するもの。

• その後、2014年に、適応策への取組の誓約（Mayors

Adapt）が発足、2015年これを統合したCovenant of

Mayors for Climate and Energyとなり、EUでは、8800の
自治体（人口2億3000万人）に拡大。

• 日本では、名古屋大学杉山研究室の提案で、2018年から登
録受付が始まり、現在北九州市、五島市を含む21自治体が
登録。
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石炭火力発電の課題

○パリ協定に基づき、温室効果ガス排出量を2030年度に26%削減する
目標（2013年度比）を確実に達成するとともに、地球温暖化対策計画に
示す2050年80%削減をも目指して取り組む必要。

○最新鋭技術でも排出係数が天然ガスの約２倍の石炭火力発電は、地
球温暖化対策上の懸念があり、諸外国においては官民問わず抑制の
流れ。

○我が国の石炭火力発電所からの排出の現状は、2030年度目標のレベ

ルを上回る。さらに新設・増設計画が多数存在し、削減目標達成に深刻
な支障を来す。

○2030年以降、さらなる長期大幅削減が求められるが、天然ガスと比べ

建設費が高く、燃料費が安い石炭火力は、建設すれば長期稼働のイン
センティブが働きやすく、長期排出固定化（ロックイン）の恐れ。

○2050年80％削減の世界では、CCS付きが前提となるが、CCS技術は
実証試験段階。

石炭火力発電の課題

29



２０１５年4月28日了承された
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現在の「地球温暖化対策計画」はこのエネルギー需給見通しを前提にしている
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長期戦略の示すエネルギー政策

 再生可能エネルギーー主力電源化

 原子力発電ー依存度の低減

 火力発電ーCO2排出削減

 水素社会実現、省エネ推進・再エネ拡大・分散型エネルギーシステム構
築

対策の方向性

②火力 （a）CCS・CCU／ｶｰﾎﾞﾝﾘｻｲｸﾙ

（b） 天然ガス

（C） 石炭
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注１：HHV、送電端ベース。
注２：石炭火力（USC）、最新型LNG（GTCC）

は、設備容量により排出原単位が異なる。

※ USC： 超々臨界圧発電
※ IGCC： 石炭ガス化複合発電
※ GTCC： ガスタービン複合発電

出典：平成27年度環境白書、BATの参考表（平成29年2月時点）
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我が国の温室効果ガス削減目標に深刻な支障を来すことが懸念
される石炭火力発電からの排出の抑制が必要

最新鋭の石炭火力でもCO2排出量はLNG火力の２倍
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注：「石炭火力割合」は電源構成における石炭火力発電の割合。1990年実績→2013年実績→2030年見通し（”World Energy Outlook 2016”による。「－」はデータなし。）

石炭火力割合 方針 主な施策

EU
41%→ 28%→12%

[30年目標:9.1%]
2030年までにEU全体で再エネ比率を最低でも27％

を目標（電力は50％に相当）

・新設火力発電への補助金に基準設定
・EU-ETS（排出量取引）導入済
・2009年に「CCS指令」公布

イギリス
65%→37%→―

[30年目標:0%]
2025年までに石炭火力発電を廃止

・CO2排出基準案を公表
・EU-ETS対象国

・イギリス独自に炭素の下限価格を設定し、排出権
価格との差分を発電燃料に課税（CPF）
・CCS事業が計画(2件)、CCSReady制度整備済

フランス
8%→4%→―

[30年目標:0%]
2023年までに石炭火力発電を廃止

・CCS付以外の建設を認めない政令施行
・EU-ETS対象国
・CCS Ready制度整備済

ドイツ
59%→47%→―

褐炭火力発電8基（2.7GW、褐炭火力全体の13%）

について補償金を支払い、2019年までに予備力に

移行（その後廃止）

・褐炭火力発電の新設を5年間禁止
・EU-ETS対象国
・CCS Ready検討制度整備済

米国
53%→40%→26%

[30年目標:7%]

前政権のクリーン電力計画及び関連の規則等について、大統領令

に基づきレビューを行う。（必要な場合は停止・改定・撤廃）

※ただし、シェールガスが石炭より安価であるため、石炭火力の規制が撤回されても増える

ことはない、という米政府系研究機関の見解もある。

・CO2排出基準施行（大統領令に基づきレビューを行う）

・北東部9州で排出量取引導入済
・CCS事業が実施・計画(3件)

カナダ 17%→10%→－
2030年までに従来の石炭火力発電(CCSなし)を段階
的に廃止

・CO2排出基準設定
・ケベック州で排出量取引導入済
・CCS事業が実施中(1件)

中国
72%→75%→51% 石炭火力発電の新増設の抑制や一部建設計画の中止

等

・大手電力ｸ゙ﾙ ﾌー゚の排出係数目標設定

・2017年から全国レベルの排出量取引開始

・CCS事業が計画(2件)

インド
65%→73%→58% 既に建設中のもの以外は、少なくとも2027年まで石

炭火力発電新設は不要
・石炭等へのクリーンエネルギー税導入(2016年2月に増税、

クリーン環境税に改名)

日本
13%→33%→27%
[30年目標:26%]

・省エネ法・高度化法の目標設定、運用強化

・地球温暖化対策税導入、2016年4月に最終税率への引き
上げ完了

石炭火力発電に関する世界の潮流石炭火力発電に関する世界の潮流
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約5970万

約2.7億トン

約2.2～2.3億トン

約2.9億トン

○2030年のエネルギーミックスでは、石炭火力のCO2排出量を約2.2～2.3億トンに削減すると想定。これを、発電
容量ベースに割り戻すと、約4,600万kW程度に相当する。

←現在、石炭の新増設計画は約1,680万kW（平成30年10月現在）。これらの計画が全て実行されれば、老朽石炭
火力が稼働45年で廃止されるとしても、2030年の設備容量は約5,970万kW（発電効率や稼働率がミックスの想
定通りとすれば、CO2排出は約2.9億トン）。2030年の削減目標を約6,700万トン超過する可能性がある。

○2011年以降、既に16基、約340万kWの石炭火力が運転を開始している。

＜2013年度実績＞ 石炭の発電容量約4900万Kw ： 総合エネルギー統計より推計。
石炭のCO2排出量約2.7億トン ： 総合エネルギー統計の燃料消費量から求めた値で、我が国の温室効果ガス排出インベントリでも用いられている公表値。

＜2030年度ミックス＞ 石炭の発電容量約4600万Kw ： エネルギーミックスは石炭の発電電力量を2810億kWh（稼働率70％と設定）としているため、割り戻したもの。
石炭のCO2排出量約2.2～2.3億トン ： エネルギーミックスの内訳から推計。

＜2030年度現状追認＞ 石炭の発電容量約5970万kW ： 各社公表資料等によると、約1,680万KW新増設の計画がある。45年廃止の想定で約800万kW廃止になり、2013年時点から約1050万kWの増加。
石炭のCO2排出量約2.9億トン ： エネルギーミックスの石炭火力の排出量から、発電容量に応じて比例したと仮定して試算。

石炭火力の設備容量とCO2排出量について（2018年10月時点環境省試算）
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生保
石炭火力への
新規投資の停止

・第一生命保険
海外向けの石炭火力発電プロジェクトへの、新規投融資を行わないと決定。（2018年4月）

・日本生命保険
国内外の石炭火力発電プロジェクトへの、新規投融資を今後行わない方針を表明。（2018年7月）

エネルギー
石炭火力発電所
建設計画の
中止・撤回

・J-POWER 高砂石炭火力発電所
高砂火力発電所１、２号機（50万kW）の建て替えを断念すると発表。（2018年4月） ※平成26年10月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

・四国電力・住友商事 仙台高松石炭火力発電所
2018年6月、石炭と木質バイオマスを混燃する火力発電所（11万2千kW）の新設計画をバイオマス専焼に変更。（条例アセス対象）

・中国電力・JFEスチール 千葉市石炭火力発電所
2018年12月、石炭火力発電所（107万kW）開発計画について、十分な事業性が見込めないと判断し、検討の中止を発表。

※平成29年３月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

・千葉袖ケ浦エナジー（東京ガス・出光興産・九州電力） 袖ケ浦市石炭火力発電所
2019年１月、建設予定であった大型石炭火力発電所（200万kW）について、十分な事業性が見込めないと判断し、計画中止を発表。
※平成27年8月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

・大阪ガス・Ｊパワー・宇部興産 西沖の山火力発電所
2019年4月 石炭火力発電所（120万kW）について、環境影響評価手続きを休止し、準備書の取下げを願い出ることを発表。

国内でも金融、生保、さらにはエネルギー分野で脱石炭火力の流れが鮮明に。

金
融

石炭火力への
融資の中止

・三井住友信託銀行
新たな石炭火力発電のプロジェクトについては、原則的に取り組まない方針を公表。(2018年8月)

・りそなホールディングス
石炭火力発電事業にかかるプロジェクトファイナンスについては、真にやむを得ない場合を除き、新規融資は行わない方針を公表。(2018年11月)

・三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ
新設の石炭火力へ原則として融資しない方針を公表。(2019年４月)

石炭火力への
融資方針・

基準の明確化

・みずほフィナンシャルグループ

石炭火力について、国際基準を参考に案件ごとの適切な融資を実行する方針を表明。(2018年6月)

・三井住友フィナンシャルグループ

石炭火力発電所への新規融資は、国や地域を問わず超々臨界及びそれ以上の高効率の案件に融資を限定する方針を表明。(2018年6月)

商社
石炭火力発電新規事業の

取組停止

・丸紅
新規石炭火力発電事業には原則として取り組まないことを公表（2018年9月）

・伊藤忠商事
新規の石炭火力発電事業の開発および一般炭炭鉱事業の獲得は行わない方針を公表（2019年２月）

日本国内でも強まる脱石炭火力の流れ日本国内でも強まる脱石炭火力の流れ
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環境省の電力分野の低炭素化に向けて
～新たな３つのアクション～

 電力分野の低炭素化に向けて、新たに具体的な３つのアクションを開始

石炭火力発電からの確実な排出削減に向けて
～環境アセスメントの更なる厳格化～

地域での再生可能エネルギーの拡大に向けて
～経済産業省との連携チームの立ち上げ～

炭素循環の実現に向けて
～CCUSの早期の社会実装に向けた取組の加速化～

アクション１

アクション２

アクション３

（2019.3.28公表）
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2030年目標達成に向け、①電力業界の自主的枠組みについて引き続き実効性の向上等を促すとともに、②省エネ
法等の基準・運用の強化等の政策的対応により、電力業界全体の取組の実効性を確保する。さらに、③毎年度進
捗をレビューし、目標が達成できないと判断される場合は施策の見直し等について検討する。そのほか、引き続き平成
25年の「局長級とりまとめ」に沿って実効性ある対策に取り組む。（平成28年2月環境大臣・経済産業大臣合意）

2050年目標との関係では、「局長級取りまとめ」に基づきCCS（二酸化炭素回収貯留）に取り組む。

二
〇
三
〇
年
目
標
と
の
関
係

 引き続き実効性・透明性の向上や加入者の拡大等を促す。

(1)省エネ法に基づき、火力発電について、エネルギーミックスと整合的な運転時の発
電効率のベンチマーク指標（44.3％）等を設定

(2)エネルギー供給構造高度化法に基づき、非化石電源についてエネルギーミックスと
整合的な数値（44％）を設定

(3)これらを指導・助言・勧告・命令を含め適切に運用することにより、経済産業省は
、エネルギーミックス達成に向け責任をもって取り組む。

→当面、①②により、電力業界全体の取組の実効性を確保する。

③毎年度進捗をレビューし、省エネ法等に基づき必要に応じ指導を行う。目標の達成ができないと判断される
場合は、施策の見直し等について検討する。

長
期
目
標

と
の
関
係

 2020年頃のCCSの商用化を目指したCCS等の技術開発の加速化、貯留適地調査
 商用化を前提に、2030年までに石炭火力にCCSを導入することを検討。CCS Ready（将来的なCCSの

導入に発電所があらかじめ備えておくこと）の早期導入の検討。
 2050年までの稼働が想定される発電設備について、二酸化炭素分離回収設備の実用化に向けた技術

開発を含め、今後の革新的な排出削減対策についても継続的に検討を進めることを求める。

東京電力の火力
電源入札に関する
関係局長会議取りま
とめ（平成25年4
月25日）

②政策的対応

①電力業界の自主的枠組み

電気事業分野における地球温暖化対策電気事業分野における地球温暖化対策

38



2018年度「電気事業分野における地球温暖化対策の進捗状況の評価の結果について」
の概要

＜電力業界の自主的枠組（※）について＞ ※「電気事業低炭素社会協議会」によるPDCAサイクル
各会員事業者に取組を確実に促していくという実効性の観点において万全とは言い難い。

＜省エネ法に基づく火力発電所への対応について＞

新設に係る発電効率の基準が改められた一方で、既設の非効率な石炭火力発電に対する措置は十分とは言
えない。加えて、発電効率の指標の達成に向けた複数事業者による共同実施の考え方についても、未だ結論
が得られていない。

＜高度化法に基づく非化石電源（再エネ等）への対応について＞

小売電気事業者等が達成すべき非化石電源の比率については、目標の達成状況は良好とは評価し難い。
2030年度に至るまでの定量的な中間評価の基準も策定されておらず、複数事業者による共同達成の枠組み
の考え方も明確化されていない。

以上のとおり、今なお多くの課題が残存していることから、目標達成に向けた具体的な道筋が十分に示さ
れた状況とは評価し難い。

＜今後の課題＞

上記の評価も踏まえ、今後の電力低炭素化の課題として、特に以下の３点を提起する。

① 特に石炭火力発電の高効率化については、新増設のみならず既設も合わせて目標達成に向けた具体的な
道筋が示されることが必要である。

② 環境基本計画が掲げる地域循環共生圏の形成に向け、環境省としても、関係省庁と連携しながら、再生
可能エネルギーを活用した分散型エネルギーシステムの構築等に取り組む必要がある。

③ 石炭火力の脱炭素化技術であるＣCUSについては、環境基本計画やエネルギー基本計画も踏まえ、速や
かな社会実装に向けた取組を進める必要がある。

評価の総括 ー 今後の課題

・本評価は、電力分野における排出係数0.37kg-CO2/kWhの達成に向けた取組の進捗状況を評価するもの。

・環境基本計画や1.5℃特別報告書の方向性（累積排出量を低減、火力発電からの大幅排出削減等）を踏ま
え、足元の状況のみならず、目標達成に向けた取組の道筋も評価する必要がある。

背景及び評価の目的

39



 平成27年６月、国の温室効果ガス削減目標を示す「日本の約束草案政府原案」が了承されたが、石炭火力発電の新増設計画が後を絶たず、電力業
界全体の枠組が構築されていない状況が続く。

西沖の山発電所（仮称）新設計画に係る環境影響評価法に基づく環境大臣意見(平成27年６月12日)

国のCO2排出削減の目標・計画と整合性を持っていると判断できず、現段階において、是認しがたい。

 平成27年７月、10電力・電源開発㈱・日本原子力発電㈱・新電力有志23社が参加し、「自主的枠組みの概要」が公表されたが、「実効性の観点から、詰めるべ
き課題があり、事務方には政策的な対応の検討を指示」（環境大臣発言(平成27年8月）

⇒以降、４件の「是認することはできない」旨の大臣意見。

環境大臣と経済産業大臣の合意公表（平成28年2月9日）

2030年度排出係数0.37kg-CO2/kWhの目標達成に向け、①電力業界の自主的枠組みについて引き続き実効性の向上等を促す。②省エネ
法や高度化法の基準・運用の強化等の政策的対応により、電力業界全体の取組の実効性を確保。さらに、③毎年度進捗をレビューし、目
標が達成できないと判断される場合は施策の見直し等について検討。

→ 以降、「是認することはできない」旨の大臣意見ではなく、「省エネ法に基づくベンチマーク指標については、その目標達成に向けて計画的に取り組み、2030
年度に向けて確実に遵守すること」等、２月合意の確実な遵守を求める大臣意見となった。

 平成28年11月４日、パリ協定が発効し、同協定が掲げる長期的目標及び今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収とバランスを達成すること等
に、我が国を含む国際社会が取り組んでいくこととなった。

蘇我（平成29年3月10日）、武豊（平成29年8月1日）、三隅（平成30年1月12日）、神鋼（平成30年3月23日）、横須賀（平成30年

８月10日） 、秋田港（平成30年９月28日）、西条（平成30年11月30日）に対する環境大臣意見
パリ協定発効を受けた世界の潮流及び我が国の目標達成が危ぶまれる状況等を踏まえ、改めて石炭火力に対する厳しい姿勢を示す。

○世界の潮流に逆行するような地球温暖化対策が不十分な石炭火力発電は是認できなくなるおそれもあり、石炭火力発電に係る環境保全面
からの事業リスクが極めて高いことを改めて強く自覚し、2030年度及びそれ以降に向けた本事業に係る二酸化炭素排出削減の取組への対応
の道筋が描けない場合には事業実施を再検討することを含め、事業の実施についてあらゆる選択肢を勘案して検討すること。

○国内外の状況を踏まえた上でなお本事業を実施する場合には、ベンチマーク指標の目標を着実に達成するとともに、2030年以降に向けて、更
なる二酸化炭素排出削減を実現する見通しをもって、同火力発電所の休廃止・稼働抑制などの措置を計画的に実施すること。

西条火力アセス環境大臣意見（平成30年11月30日）

石炭火力アセスの環境大臣意見石炭火力発電における環境大臣意見
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事業名
鹿島火力発電所
２号機建設計画

常陸那珂
共同火力発電所
１号機建設計画

福島復興
大型石炭ガス化
複合発電設備
実証計画（勿来）

福島復興
大型石炭ガス化
複合発電設備
実証計画（広野）

武豊火力発電所
リプレース計画

※

三隅発電所
２号機

建設変更計画

神戸製鉄所
火力発電所(仮称)

設置計画

西条発電所
1号機

リプレース計画

(仮称)横須賀
火力発電所
新１・２号機
建設計画

秋田港火力
発電所（仮称）
建設計画

※

事業者

鹿島パワー(株)

（電源開発：新日鐵
住金

= 50：50の共同出資
会社）

(株)常陸那珂ジェ
ネレーション

（中部電力：東京電
力

= 97：3の共同出資
会社）

勿来IGCCパワー
合同会社

（三菱商事パワー・
三菱重工業・三菱電
機・東京電力HD・常
磐共同火力の共同

出資会社）

広野IGCCパワー
合同会社

（三菱商事パワー・
三菱重工業・三菱電
機・東京電力HDの
共同出資会社）

中部電力（株） 中国電力(株) (株)神戸製鋼所 四国電力(株)

（株）JERA
(東京電力F&P：中部
電力=50:50の共同

出資会社)

丸紅（株）

（株）関電エネルギー
ソリューション

所在地 茨城県鹿嶋市 茨城県東海村 福島県いわき市 福島県広野町 愛知県武豊町 島根県浜田市 兵庫県神戸市 愛媛県西条市 神奈川県横須賀市 秋田県秋田市

総出力
64.5万kW <新設>
（一部東電へ売

電）

65万kW <新設>
（一部東電へ売

電）
54万kW<新設> 54万kW <新設>

（石油112.5万
kW→）

107万kW<更新>

100万kW
＜増設＞

約130万kW
<新設>

（関電へ売電）

（石炭15.6万kW→）
50万kW
＜更新＞

（石油等224.4万
kW→)

約130万kW
＜更新＞

約130万kW
＜新設＞

準備書
環境大臣意見

H28年5月27日 H28年5月27日 H28年7月1日 H28年7月1日 H29年8月1日 H30年1月12日 H30年3月23日 H30年11月30日 H30年8月10日 H30年9月28日

評価書経産大臣
確定通知

H28年7月8日 H28年8月3日 H28年9月2日 H28年9月2日 H29年10月13日 H30年4月12日 H30年5月22日 H31年2月19日 H30年11月30日 H30年12月21日

建設工事中

事業名
高砂火力発電所
新１・２号機設備

更新計画

(仮称）千葉袖ヶ浦
火力発電所１，２号機

建設計画
※

市原火力発電所
建設計画

※

(仮称)蘇我火力
発電所
建設計画

西沖の山発電所
（仮称）新設計画

※

事業者 電源開発(株)

(株)千葉袖ヶ浦
エナジー

（出光興産・九州電力・東
京ガス 三社均等出資の

共同出資会社）

市原火力発電
合同会社

（東燃ゼネラル石油：関電
ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ= 50：50

の共同出資会社）

千葉パワー(株)

（中国電力・ JFEスチール
から事業継承）

山口宇部パワー(株)

（電源開発：大阪ガス：宇
部興産 = 45:45：10の共同

出資会社）

所在地 兵庫県高砂市 千葉県袖ヶ浦市 千葉県市原市 千葉県千葉市 山口県宇部市

総出力
（石炭50万kW→）
石炭120万kW

<更新>

200万kW
<新設>

約100万kW
<新設>

（一部東電へ売電）

約107万kW
＜新設＞

120万kW
<新設>

配慮書
環境大臣意見

H26年10月3日 H27年8月28日 H27年11月13日 H29年3月10日 H27年6月12日

方法書経産大臣
勧告（通知）

H27年7月3日 H28年7月4日 H28年7月4日 H30年7月20日 H28年4月27日

計画中止発表 H30年4月27日
H31年1月31日

（燃料種のLNG化を検討）
H29年3月23日

H30年12月27日
（燃料種のLNG化を検討）

H31年4月24日
（IGCCを検討）

評価書確定・工事中段階案件

配慮書・方法書段階案件（すべて計画中止を発表）

※印は、配慮書に対して「現
状では是認しがたい」との大
臣意見を述べた案件

石炭火力発電所の主な計画石炭火力発電所の主な計画
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準備書・評価書・工事中段階案件

事業名

富山新港火力
発電所石炭1号
機リプレース計

画

石狩湾新港発
電所

建設計画

三菱日立パ
ワーシステムズ
高砂工場実証
設備複合サイク
ル発電所更新

計画

新居浜北火力
発電所
建設計画

真岡発電所
建設計画

JFE扇島火力発
電所

更新計画

相馬港天然ガ
ス発電所（仮
称）設置計画

五井火力発電
所

更新計画

福山共同発電
所 更新計画

ひびき天然ガス
発電所（仮称）
設置計画

（仮称）姉崎火
力発電所

１～３号機建設
計画

（仮称）姫路天
然ガス発電所
建設計画

事業者 北陸電力(株) 北海道電力(株)
三菱日立パ

ワー
システムズ(株)

住友共同電力
(株)

(株)コベルコパ
ワー真岡

（神戸製鋼所の出
資会社）

JFEスチール
(株)

福島ガス発電
(株)

（石油資源開発・
三井物産・大阪瓦
斯・三菱瓦斯化
学・北海道電力の
共同出資会社）

(株)JERA

(東京電力F&P：中
部電力=50:50の
共同出資会社)

瀬戸内共同火力
(株)

（JFEスチール：中
国電力

= 50：50の共同出
資会社）

西部ガス(株)

（株）JERA

(東京電力F&P：
中部電力

=50:50の共同
出資会社)

姫路天然ガス
発電（株）

（大阪ガス：出
光興産

= 66.7：33.3の
共同出資会社）

所在地 富山県射水市 北海道小樽市 兵庫県高砂市
愛媛県新居浜

市
栃木県真岡市

神奈川県川崎
市

福島県新地町 千葉県市原市 広島県福山市
福岡県北九州

市
千葉県市原市 兵庫県姫路市

総出力

（石炭50万kW 

→）
天然ガス42.47

万kW 

<更新>

天然ガス170.82
万kW 

<新設>

（都市ガス38.9
万kW →）

都市ガス51.8万
kW

<更新>

天然ガス15万
kW

<新設>

（副生ガス13.5
万kW→）

副生ガス19万
kW

<更新>

天然ガス118万
kW

<新設>

(天然ガス188.6
万kW→)

天然ガス234万
kW

<更新>

（副生ガス7.5万
kW及び重油
15.6万kW→）
副生ガス約23

万kW
<更新>

天然ガス
約168万kW

<新設>

(天然ガス240万
kW→）

天然ガス約195
万kW

<更新>

天然ガス約180
万kW

<新設＞

都市ガス124.8
万kW

<新設>

準備書
H26年1月7日 H26年2月21日 H26年10月15日 H27年3月20日 H28年2月17日 H28年8月18日 H29年2月13日 H29年10月6日 H29年11月9日 H30年6月8日 H31年2月15日

環境大臣意見

評価書
経産大臣 H26年3月4日 H26年3月24日 H26年12月18日 H27年4月24日 H28年4月6日 H28年10月7日 H29年5月18日 H30年３月20日 H30年2月16日 H30年7月13日 R1年6月7日
確定通知

配慮書・方法書段階案件（すべて計画中止を発表）

事業名
清水天然ガス発電所（仮称） 川崎天然ガス発電所

建設計画 ３・４号機増設計画

事業者
清水天然ガス発電

合同会社
(東燃ゼネラル：清水建設：静岡ガス=85：10：5）

川崎天然ガス発電(株)

（ＪＸ日鉱日石エネルギー：東京ガス= 51：49の
共同出資会社）

所在地 静岡県静岡市 神奈川県川崎市

総出力
天然ガス約170万kW

<新設>
天然ガス約130万kW

<増設>

配慮書
H27年4月10日 H27年8月21日

環境大臣意見

方法書経産大臣
H28年2月3日 H28年9月2日

勧告（通知）

計画中止発表 H30年3月27日 H29年7月14日

ガス火力発電所の主な計画ガス火力発電所の主な計画
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